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（調査産業計、事業所規模５人以上） 

 注） （  ）内は前年比（％）、<  >内は前年差（ポイントまたは日、円）である。 

平成１８年平均結果の概要 

  

 [前年比でみて］ 

  

 ○ きまって支給する給与は２６４，５８７円で前年比０．４％減 

  

 ○ 所定外労働時間は１１．４時間で前年比４．４％の減 

  

 ○ 常用雇用指数は９２．４で前年比１．０％の減 

  

   （調査産業計・事業所規模５人以上） 

  

賃   金 

 
「一人平均」 

現金給与総額 
き ま っ て 

支給する給与 
所 定 内 給 与 

所 定 外 給 与  

（超過労働給与） 

特  別  に 

支払われた給与 

319,308円 (1.7) 264,587円 (Δ0.4) 243,078円 (Δ0.4) 21,509円 <Δ66> 54,721円 <6,230> 

労働時間 

 
「一人平均」 

総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間 出 勤 日 数 
所定外労働時間 

（製 造 業） 

159.6時間 (Δ1.5) 148.2時間 (Δ1.2) 11.4時間 (Δ4.4) 20.2日 <Δ0.1> 18.2時間 (8.8) 

雇  用 

 

労働異動 

常 用 労 働 者 一 般 労 働 者 パートタイム労働者 入  職  率 離  職  率 

614,518人 (Δ1.0) 516,418人 98,100人 1.7％ 1.7％ 

□　賃　　金　　（調査産業計・事業所規模５人以上） 

区　　分 本県(円) 全国(円)
対全国比
（％）

現金給与総額 319,308 335,774 95.1％

 きまって支給する給与 264,587 272,614 97.1％

  所定内給与 243,078 252,809 96.2％

  所定外給与 21,509 19,805 108.6％

 特別給与 54,721 63,160 86.6％

□　労働時間　　（調査産業計・事業所規模５人以上）

区　　分 本県(時間) 全国(時間)
対全国差増減

(時間)

159.6 150.9 8.7

所定内労働時間数 148.2 140.2 8.0

所定外労働時間数 11.4 10.7 0.7

(参考)

事業所規模５人以上製造業 18.2 16.5 1.7

事業所規模30人以上製造業 19.6 18.3 1.3

□　雇　　用　　（調査産業計・事業所規模５人以上）　

区　　分 本県 全国
対全国差増減
(ポイント)

92.4 100.6 △ 8.2

88.1 91.3 △ 3.2

90.7 89.2 1.5事業所規模30人以上製造業

総実労働時間数

常用雇用指数

(参考)

事業所規模５人以上製造業

 結 果 の 概 況 
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１ 賃金の動き（調査産業計） 
 

（１）事業所規模５人以上（（２）の事業所規模３０人以上を含む） 

 

  ①現金給与総額（きまって支給する給与＋特別に支払われた給与）  
    平成１８年の月平均現金給与総額は前年比１．７％増の３１９，３０８円となった。 

 

  ②きまって支給する給与（所定内給与＋所定外給与） 

      前年比０．４％減の２６４，５８７円となった。 

   ○所定内給与 

     前年比０．４％減の２４３，０７８円となった。 

   ○所定外給与 

     前年差６６円減の２１，５０９円となった。 

 

  ③特別に支払われた給与 

    前年差６，２３０円増の５４，７２１円となった。 

 

 

（２）事業所規模３０人以上 

 

  ①現金給与総額（きまって支給する給与＋特別に支払われた給与）  
    平成１８年の月平均現金給与総額は前年比１．５％増の３５４，４６４円となった。 

 

  ②きまって支給する給与（所定内給与＋所定外給与） 

      前年比０．３％増の２８９，７４６円となった。 

   ○所定内給与 

     前年比増減無しの２５９，７５６円となった。 

   ○所定外給与 

     前年差９１１円増の２９，９９０円となった。 

 

  ③特別に支払われた給与 

    前年差４，３４４円増の６４，７１８円となった。 

 

賃金指数の推移－調査産業計、事業所規模５人以上
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２ 労働時間の動き（調査産業計） 
 

（１）事業所規模５人以上（（２）の事業所規模３０人以上を含む） 

  ①総実労働時間（所定内労働時間＋所定外労働時間） 

    平成１８年の月平均総実労働時間は、前年比１．５％減の１５９．６時間となった。 

    月平均総実労働時間を１２倍して年換算すると、１９１５．２時間となった。 

  ②所定内労働時間 

    前年比１．２％減の１４８．２時間となった。 

  ③所定外労働時間 

    前年比４．４％減の１１．４時間となった。また製造業は、前年比８．８％増の１８．２時間 

      となった。 

 

（２）事業所規模３０人以上 

  ①総実労働時間（所定内労働時間＋所定外労働時間） 

    平成１８年の月平均総実労働時間は、前年比０．９％増の１６３．１時間となった。 

    月平均総実労働時間を１２倍して年換算すると、１９５７．２時間となった。 

  ②所定内労働時間 

    前年比０．６％増の１４８．６時間となった。 

  ③所定外労働時間 

    前年比３．９％増の１４．５時間となった。また製造業は、前年比８．２％増の１９．６時間 

      となった。 

年換算総実労働時間の推移－調査産業計、事業所規模５人以上
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３ 雇用の動き（調査産業計） 
 

（１）事業所規模５人以上（（２）の事業所規模３０人以上を含む） 

 

  ①常用労働者数、常用雇用指数及び常用労働者数の増減率 

    平成１８年の月平均常用労働者数（推計）は６１４，５１８人、常用雇用指数（平成12年平均 

   ＝100）は前年比１．０％減の９２．４であった。 

 

  ②常用労働者中のパートタイム労働者比率及び増減率 

    前年差０．３ポイント増の１６．０％となった。 

 

（２）事業所規模３０人以上 

 

  ①常用労働者数、常用雇用指数及び常用労働者数の増減率 

    平成１８年の月平均常用労働者数（推計）は３４７，２０６人、常用雇用指数（平成12年平均 

   ＝100）は前年比０．１％増の９２．９であった。 

 

  ②常用労働者中のパートタイム労働者比率及び増減率 

    前年差０．１ポイント減の１３．６％となった。 

雇用指数の推移－事業所規模５人以上
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